
 

 

 
 

防災・減災対策の充実強化に関する決議 

 

近年、我が国では、東日本大震災、平成２８年熊本地震、鳥取県

中部地震をはじめ、集中豪雨・土砂災害、火山噴火等、大規模な自

然災害が多発し、各地に甚大な被害をもたらしている。昨年１２月

には、新潟県糸魚川市市街地での大規模な火災も発生し、本年７月

には、九州北部豪雨災害に見舞われた。また、南海トラフ地震、首

都直下地震の発生の切迫性が指摘されているところである。 

こうした災害から、国民の生命、身体及び財産を守るためには、

ハード面・ソフト面の様々な防災・減災対策のより一層の推進が急

務となっている。 

よって、国においては、防災・減災対策の充実強化に向け、特に

下記の事項を実現されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 地震・津波・火山防災対策の充実強化について 

(1) 「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等

に資する国土強靱化基本法」、「災害対策基本法」、「南海トラフ

地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」、「首都直

下地震対策特別措置法」等に基づく施策の着実な推進を図ると

ともに、地方自治体の負担軽減措置を拡充すること。 

(2) 地震、津波及び火山噴火による被害を最小限にするため、観

測・監視体制の強化を図ること。 

 

２ 台風・集中豪雨対策等の充実強化について 

(1) 頻発する台風や集中豪雨などによる被害を防止・軽減するた

め、ハード・ソフト対策を連携させた水害・土砂災害対策の推

進を図ること。 

(2) 台風・集中豪雨等による被害を防止・軽減するため、気象観

測体制の強化を図ること。 

 

 



 

 

 
 

３ 防災・安全に資する社会資本整備事業への支援について 

  地方自治体が計画的にインフラの防災・減災対策、老朽化対策

等の事業を執行できるよう、防災・安全交付金の所要額の確保な

ど十分な支援措置を講じること。 

 

４ 災害復旧・復興支援対策の充実強化について 

(1) 被災自治体の災害復旧・復興対策に万全を期すため、災害復

旧・復興事業に要する経費の地方負担に対する支援措置の充実

強化を図ること。 

(2) 被災者が早期に自立した生活を送ることができるよう、災害

救助法に基づく支援及び被災者生活再建支援制度等の拡充を図

ること。 

 

５ 原子力発電所の安全・防災対策の充実強化について 

東京電力福島第一原子力発電所事故の原因や対応の検証結果を

踏まえ、速やかに万全の安全対策及び防災対策の強化を図ること。 

 

６ 消防防災体制の充実強化について 

(1) 地方自治体の消防防災体制の一層の充実を図るため、消防防

災施設・設備整備に対する財政措置を拡充すること。 

(2)  地域の防災力の強化を図るため、消防団の装備の充実や団員

の待遇改善等に対する財政措置を拡充すること。 

 

以上決議する。 

 

  平成２９年１１月８日 

 

全国市議会議長会 

  


